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研究成果の概要（和文）：社会的な課題を解決するためのイノベーションであるソーシャル・イノベーションが
積極的に推進されている。その一例として、東京 パラリンピック開催によって、パラスポーツ（障がい者スポ
ーツ）に関する研究開発や支援が盛んに実施された。こうした積極的な取組がパラリンピック終了後にも継続さ
れることが、パラリンピックのレガシーとなる。
そこで本研究は、パラスポーツにおけるソーシャル・イノベーションの多面的価値を定量的に明らかにし、それ
による継続の誘引を図ることを目的とした。

研究成果の概要（英文）：Social innovation, which aims to solve societal issues through innovative 
approaches, is being actively promoted. One example of this is the Tokyo Paralympics, which led to 
extensive research, development, and support for para-sports (sports for people with disabilities). 
Continuing these proactive efforts even after the conclusion of the Paralympics will constitute the 
legacy of the event. Therefore, this study aims to quantitatively elucidate the multifaceted value 
of social innovation in para-sports and thereby promote its ongoing implementation.

研究分野：経営システム
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究では、ソーシャル・イノベーションの視点で「スポーツ用義足の技術分析」を中心に研究を行った。スポ
ーツ用義足は、オズールとオットーボックの2社が席巻している。両社とも発明者であるVan Phillipsの技術を
「買収」によって獲得している。そこで、「買収」をキーワードとして分析を行い、スポーツ用義足の研究はア
メリカ中心に実施されていることと、特許はPhillipsとオズールが中心であったことがわかった。そして、オズ
ールに着目して分析した結果、特許は売上高を決定する大きな要因であった。つまり、ソーシャル・イノベーシ
ョンも他イノベーションと同様に買収がその促進のカギとなることを解明した。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
社会的な課題を解決するためのイノベーションであるソーシャル・イノベーションが積極的

に推進されている。その一例として、2021 年に東京パラリンピック開催によって、パラスポー
ツ（障がい者スポーツ）に関する研究開発や支援が盛んに実施されている。その研究開発におい
ては陸上用の義足や車いす開発の取組はテレビや新聞でも見ることができた。こうした積極的
な取組がパラリンピック終了後にも継続されることが、パラリンピックのレガシーとなる。 
 
２．研究の目的 

本研究の目的は、パラスポーツにおけるソーシャル・イノベーションの価値を定量的に明らか
にすることである。 
東京パラリンピックが 2021 年に開催されたため、パラスポーツの技術分野には多くの新規参

入があり、パラスポーツのソーシャル・イノベーションは活発化していた。その活発化の契機は
東京パラリンピック開催が決まった 2013 年からであり、パラリンピック終了後にも継続される
ことが危惧される。この活発化がブームに終わることがなく継続されるには、ソーシャル・イノ
ベーションの効果が社会に対して適切に理解されることが重要である。 
 
３．研究の方法 
 研究目的を実現するために、パラスポーツの代表である「スポーツ用義足」に着目し、特許な
どのデータを対象としたイノベーションに関する定量分析を採用した。 
 また、パラスポーツを推進していくには教育現場に着目する必要があると考えた。日本国内で
教員を多くの育成する国立教員養成系の大学でパラスポーツ関連の教育の実施レベルを確認す
ることで、パラスポーツに関連するソーシャル・イノベーションの素地を確認した。 
 
４．研究成果 
(1)本研究の研究成果 
①スポーツ用義足のイノベーションに関する研究 

スポーツ用義足は、アイスランドのオズールとドイツのオットーボックの 2 社が席巻してい
る。両社ともスポーツ用義足の発明者であるアメリカの Van Phillips の技術を「買収」によっ
て獲得している（表 1 参照）。 
 

表 1 スポーツ用義足の開発史及び企業の変遷 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



そこで、「買収」の視点で分析と検討を行った。スポーツ用義足の研究は未だにアメリカ中心
に行われており、特許登録数は Phillips とオズールが中心であった。そして、オズールに着目
して研究を売上高と特許との関係を回帰分析した結果、特許は売上高を決定する大きな要因で
あることがわかった（図 1 参照）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1  オズールにおける特許と売上高との関係 
 
続いて Phillips 特許がオズール特許に影響を与えているとの見地の元、買収年の 2000 年の

前後 10 年、合計 20 年の期間を対象に回帰分析を行った結果、10 年のタイムラグがあった。研
究、特許公開・審査期間などを踏まえると、買収後 6 年半あたりから特許取得の効果が表出して
いた。この分野の技術キャッチアップには相当の資本及び人員が必要であることを解明した。 
 
②教員養成系大学のパラスポーツ関連教育の実施調査に関する研究 
 国立教員養成系大学におけるパラスポーツ教育の実施状況を明らかにするため、シラバスを
対象に研究を行った。具体的には抽出データの定量分析を行い、「教員養成フラッグシップ大学」
4 校及び抽出した授業数が最も多い北海道教育大学について定性分析を行った。定量分析結果は
36 校中、オリンピック関連授業は 63.9%、パラリンピック関連授業は 30.6%、パラスポーツグル
ープ関連授業は 55.6%の大学で実施されていた（図 2 参照）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2 国立教員養成系大学におけるオリパラ教育実施状況 
 
定性分析では、入学定員の多い北海道教育大学、東京学芸大学、大阪教育大学において関連授

業が充足していることがわかった。そして、追加調査として、先進的な取り組みを行っている東
京学芸大学及び北海道教育大学にインタビューを行い、整理を行った。 

 

(2)本研究の示唆 

「スポーツ用義足」に関しては、2013 年から研究を日本企業が始めたとしても簡単にはキャ
ッチアップできないこと、また年間の売上高が 1,000 億円以上またはそれに相当する福祉機器
メーカ（オットーボックとオズール）が注力している分野において、大学や数十億円規模の企業
に数億円の予算がついたとしても対抗するには困難があることを明らかにした。 

 国立教員養成系大学でのパラスポーツ教育に関しては、規模が大きい東京学芸大学、北海道教



育大学、大阪教育大学では充実しているが、規模の小さい大学は困難な状況に面していることが

わかった。調査ができていない他の授業においても、教員数などから判断すると傾向は似ている

可能性は考えられる。 

 

(3)今後の展望 

ソーシャル・イノベーション分野における「買収」の意義や手法などを進める必要があると考

えられる。また、ソーシャル・イノベーションの素地となる教育については、パラスポーツだけ

でなく様々なソーシャル・イノベーション関連の大学シラバスを調査し課題を明確にすること

により、改善ができると考えられる。 
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